
 

2016 年度法学会講演会 

裁判員裁判と死刑制度 

－弁護人から見た現状と課題－ 

 
制度開始から 7 年… 
今，裁判員裁判は，どのように運用され，何が問題なのか？ 
裁判員裁判で死刑はどう取り扱われているのか？ 
わが国の死刑制度，何が問題なのか？ 
裁判員裁判に弁護人として関わってきた弁護士が語ります。 
 

講演者：園田 理
まさし

氏（弁護士） 

 

 

 

 
挨 拶：小島 透（愛知大学法学部長・法学会長） 
司 会：西津 政信（愛知大学法学部教授） 

【園田 理先生プロフィール】 
昭和 45 年 3 月名古屋市生まれ 
岐阜県各務原市出身 
昭和 63 年 3 月岐阜県立岐阜高校卒業 
平成 5 年 3 月東京大学法学部卒業 
平成 7 年 4 月名古屋弁護士会（現・愛知県弁護士会）に弁護士登録 
平成 12 年 4 月園田法律事務所開設 
現在，愛知県弁護士会刑事弁護委員会副委員長，中部弁護士会連合会

刑事弁護委員会委員長，日弁連取調べの可視化本部事務局員を務める。 
これまで裁判員裁判で弁護人を務めた経験は 9 件。 

日時：2016 年 6 月 4 日（土） 
   10：45～12：15 （開場 10：00） 

会場：愛知大学名古屋校舎 L 棟 7 階 
 L706 教室 

聴講料：無料 ※申込み不要 

問い合わせ先： 
愛知大学法学部 西津 政信 
Tel.：052-564-6119＋(内線) 80403 
E-mail：mnishizu@vega.aichi-u.ac.jp 
愛知大学共同学会室（法学会） 小澤(こざわ) 
Tel.：052-564-6119＋(内線) 20850 
E-mail：ckozawa@vega.aichi-u.ac.jp 
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Ｈ２８．６．４ 

裁判員裁判と死刑制度 

－弁護人から見た現状と課題－ 

弁護士 園田 理 

 

■ なぜ導入？ 

「国民の中から選任された裁判員が裁判官と共に刑事訴訟手続に関与することが 

司法に対する国民の理解の増進とその信頼の向上に資する」（裁判員法１条） 

 

■ どのくらいの件数？ 

  H22   H23   H24   H25   H26   

全国地裁通常第１審 86,386   80,607   76,587   71,768   72,776   

全国地裁裁判員 1,591 1.8% 1,624 2.0% 1,345 1.8% 1,329 1.9% 1,303 1.8% 

名古屋地裁本庁裁判員 67   88   53   38   64   

名古屋地裁岡崎支部裁判員 21   25   25   16   26   

 

■ どう変わった？ 

       これまでの刑事裁判・刑事手続 裁判員裁判 

捜査段階 

 

被疑者取調べの重視 ⇒変化の兆し？ 

密室での取調べ ⇒身体拘束後は全過程録画1 

起訴から第 1

回公判まで 

公判の事前準備 

・検）請求証拠開示 

  ↓ 

・弁）証拠意見の確定 

 

 

 

 

 

公判前整理手続2 

・検）証明予定事実記載書面 

・検）証拠調請求 

   ＊証拠の厳選 

・検）請求証拠開示 

任意開示 

  ↓ 

・弁）類型証拠開示請求3 

・検）類型証拠開示 

                                                  
1 法律による義務付け 
2 裁判員裁判以外の事件についても請求権付与 
3 対象追加，証拠一覧表交付 
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  ↓ 

・弁）予定主張明示 

・弁）証拠意見 

・弁）主張関連証拠開示請求 

・検）主張関連証拠開示 

・弁）証拠調請求 

  ↓ 

・検）証拠意見 

  ↓ 

・検・弁）証拠の整理・統合 

・裁）争点の整理 

・裁）証拠の採否 

・裁）審理計画策定 

●整理手続後の証拠調請求の制限 

「人質司法」 ⇒変化の兆し4 

 裁判員選任手続 

公判 五月雨式 ⇒連続・集中 

冒頭手続 冒頭手続 

証拠調手続 

・検）冒頭陳述 

   書面（文章） 

 

・検）証拠調請求 

   ↓ 

・弁）証拠意見 

   ↓ 

・裁）証拠の採否 

   ↓ 

・証拠調べの実施 

 証拠書類中心＝調書裁判 

 調書に残す尋問 

 主尋問調書を読んでからの反

対尋問 

証拠調手続 

・検）冒頭陳述 

・弁）冒頭陳述 

   ⇒レジュメ・メモ 

 

 

 

 

 

    ↓ 

・証拠調べの実施 

 尋問中心＝直接主義・口頭主義 

 見て聴いて分かる尋問 

 主尋問後直ちに反対尋問 

                                                  
4 裁量保釈の考慮事情（身体拘束継続により受ける不利益等）明記 
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弁論手続 

・検）論告・求刑 

・弁）弁論 

   書面（文章） 

 

・被）最終陳述 

弁論手続 

・検）論告・求刑 

・弁）弁論・科刑意見 

   ⇒レジュメ・メモ 

裁判所の量刑検索システムの

利用 

・被）最終陳述 

評議  多数決 

評議の秘密 

判決  簡潔化 

控訴審  一審判決の尊重 

 

■ 実際担当した事件は？ 

 罪名 内容 争点 起訴 判決 求刑 判決結果 

1 強盗殺人未遂 強盗目的でコン

ビニ店員を殺害

未遂 

責任能力 H21.6 H22.12 懲役 7

年 

懲役5年6

月 

2 強盗殺人 強盗目的で父親

を殺害 

殺意，強盗

目的，急迫

不正の侵害 

H21.8 H22.11 無期懲

役 

無期懲役 

3 覚せい剤取締

法違反，麻薬

及び向精神薬

取締法違反，

関税法違反 

覚せい剤，麻薬

を輸入（日本で

実行犯に依頼し

た役） 

同一人物か H21.11 H23.10 懲 役

15

年・罰

金 500

万円 

懲 役 13

年・罰金

500 万円 

4 強盗致傷，出

入国管理及び

難民認定法違

反 

元同僚から強盗

した際負傷させ

た 

暴行 H22.12 H23.10 懲役 8

年 

懲役 4年 

5 殺人 交際相手を殺害 殺害依頼 H23.6 H24.8 懲 役

15 年 

懲役 13年 

6 住居侵入，強

盗殺人，強盗

殺人未遂 

強盗目的で夫婦

を殺害，強盗目

的で別人を殺害

未遂 

強盗目的，

殺意 

H24.8 H28.2 死刑 無期懲役 
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7 殺人未遂 包丁で兄を殺害

未遂 

殺意 H26.3 H27.3 懲役 5

年 

懲役2年6

月執行猶

予 4 年保

護観察 

8 殺人未遂，傷

害，銃砲刀剣

類所持等取締

法違反，窃盗 

所携の自作刃物

で雇い主を殺害

未遂，別人を傷

害，車を盗んで

逃走 

殺意 H26.8 H27.7 懲 役

10 年 

懲役4年6

月 

9 殺人未遂，銃

砲刀剣類所持

等取締法違反 

所携の果物ナイ

フで自治会役員

を殺害未遂 

殺意 H26.8 H27.9 懲役 7

年 

懲役 4年 

 

■ 導入されて良かった点は？ 

 ・刑事裁判・刑事手続全体の適正化，活性化（cf.調書裁判，人質司法，99.9％の有罪率，

「わが国の刑事裁判はかなり絶望的である」） 

 ・法廷弁護技術の重要性の認識 

 ・真剣な法廷，柔軟な判断 

 

■ 課題は？ 

・制度改善のためには，裁判員の守秘義務の緩和の必要  

・死刑を争点化しなくてよいか 

・多数決で死刑を言い渡してよいか 

・公判前整理手続の長期化？ 

・裁判員へのアンケートの結果，弁護人の法廷活動が，検察官に比べ，明らかに「わか

りにくい」との評価 → 弁護士会としての対応 

 

■ 裁判員裁判導入後の死刑判決等の状況は？ 

・「殺人，強盗殺人の認知件数等についての統計」（S21～H21） 
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・平成 22 年以降の状況 

 

  認知件数 起訴件数 
死刑言渡し人員（第

一審） 

死刑判

決確定

人員   殺人 強盗殺人 殺人 強盗殺人 殺人 強盗殺人 

H22 1,012 36 379 42 3 1 9 

H23 991 34 385 43 3 7 22 

H24 967 35 332 40 2 1 10 

H25 880 31 311 45 2 3 8 

H26 993 17 321 33 0 2 7 

 

・最高裁 H27.2.3 決定 

「…死刑は，…他の刑罰とは異なり被告人の生命そのものを永遠に奪い去るという点で，

あらゆる刑罰のうちで最も冷厳で誠にやむを得ない場合に行われる究極の刑罰であるから，

…その適用は慎重に行われなければならない。 

また，…他の刑罰とは異なる究極の刑罰である死刑の適用に当たっては，公平性の確保

にも十分に意を払わなければならないものである。…死刑が究極の刑罰であり，その適用

は慎重に行われなければならないという観点及び公平性の確保の観点からすると，同様の

観点で慎重な検討を行った結果である裁判例の集積から死刑の選択上考慮されるべき要素

及び各要素に与えられた重みの程度・根拠を検討しておくこと，また，評議に際しては，

その検討結果を裁判体の共通認識とし，それを出発点として議論することが不可欠である。

… 

そして，評議の中では，…結論を出すに当たっては，各要素に与えられた重みの程度・

根拠を踏まえて，総合的な評価を行い，死刑を選択することが真にやむを得ないと認めら

れるかどうかについて，前記の慎重に行われなければならないという観点及び公平性の確

保の観点をも踏まえて議論を深める必要がある。 

その上で，死刑の科刑が是認されるためには，死刑の選択をやむを得ないと認めた裁判

体の判断の具体的，説得的な根拠が示される必要があ（る）」 

 

・S55 年度から H21 年度までの 30 年間に確定した死刑求刑事件のうち死刑又は無期懲役が

確定した殺人及び強盗殺人事件 

（司法研修所編「裁判員裁判における量刑評議の在り方について」平成 24 年法曹会 109 頁） 

死亡被害者数 求刑合計 死刑宣告 無期刑宣告 

１名殺人 48 件 18 人（38％） 30 人（62％） 

１名強盗殺人 52 件 14 人（27％） 38 人（73％） 
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２名殺人 65 件 31 人（48％） 34 人（52％） 

２名強盗殺人 99 件 65 人（66％） 34 人（34％） 

３名以上殺人 61 件 44 人（72％） 17 人（28％） 

３名以上強盗殺人 21 件 21 人（100％） 0 人（0％） 

 

■ 死刑存廃の論拠は？ 

 

死刑存置の立場 死刑廃止の立場 

人を殺した者は，自らの生命をもって罪を償

うべき 

死刑は，野蛮で残酷だから廃止すべき 

一定の極悪非道な犯人に対しては死刑を科

すべきとするのが，国民の一般的な法的確信 

死刑の廃止は国際的潮流5で，我が国におい

ても死刑を廃止すべき 

最高裁の判例上，死刑は憲法にも適合する 死刑は，憲法 36 条が絶対的に禁止する「残

虐な刑罰」に該当 

誤判が許されないことは，死刑以外の刑罰に

ついても同様 

死刑は，一度執行すると取り返しがつかない

から，裁判に誤判の可能性がある以上，死刑

は廃止すべき 

死刑制度の威嚇力は犯罪抑止に必要 死刑に犯罪抑止効果があるか否か疑わしい 

被害者・遺族の心情からすれば死刑制度は必

要 

犯人には被害者・遺族に被害弁償をさせ，生

涯，罪を償わせるべき 

凶悪な犯罪者による再犯を防止するために

死刑が必要 

どんな凶悪な犯罪者であっても更生の可能

性はある 

 

                                                  
5 「死刑の潮流 1996-2015」「2015 年死刑執行国」 
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死刑の潮流 1996-2015

死刑廃止国の増加

死刑執行国の減少
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102

60

25

39

20年前の1996年は60カ国であった。

2015年12月31日現在、140カ国が法律
上または事実上、死刑を廃止している。

2015年末時点で
法律で死刑を全面的に廃止した国は
102カ国。

20年前の1996年、アムネスティは39カ国で
死刑執行を確認した。

2015年は25カ国であった。全体として死刑
執行が減少傾向にあることがうかがえる。

シリアで死刑執行があった可能性があるが、
確認はできなかった。

国
の
数

国
の
数




